
【ウェビナー】米国関税措置に対する
法的観点からのリスク対策
米国関税措置の概要
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※最新情報は、日米両政府の発表資料を参照してください。本資料は、日米両政府からの公式発表または書簡での
通告を基に作成しています。
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英国は年間10万台まで10%、
日本・韓国・EUはMFN税率

を含め15%となる予定

（注） 2025年9月17日時点、青掛け項目は1962年通商拡大法232条、緑掛け項目は国際緊急経済権限法（IEEPA）を根拠法に発動、（出所）米国政府発表資料などから作成

現在発動中の主要国・地域への追加関税率一覧1
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4月3日以降に米国で組み立てられた自動車で希望小売価格の15％を占める部品に
追加関税が課された場合、希望小売価格の3.75％に相当する輸入調整相殺額を申請可能
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https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/addressing-threats-to-the-us/
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/addressing-threats-to-the-us/
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/further-modifying-the-reciprocal-tariff-rates/
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/further-modifying-the-reciprocal-tariff-rates/
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/07/further-modifying-the-reciprocal-tariff-rates/
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大統領令に基づく関税引き下げの内容

相互関税

◼ 一般関税率（MFN税率）と合わせて15％。MFN税率が15％以上の品目に相互関税は課されない。

◼ 関税率の修正は米国東部時間2025年8月7日午前0時1分以降の輸入に遡って適用。余分に支払った関税は、
米国税関・国境警備局（CBP）による標準的な還付手続きに従い還付される。CBPは関税が支払われる前の申
請を求めており、可能な限り通関後10日以内の申請を推奨（注1）。
（注1）関税を支払った後でも、関税清算前であれば事後修正（PSC）、清算済みの場合は異議申し立て（protest）が可能。PSCの詳
細はCBPのウェブサイト、ユーザーズガイドを参照。異議申し立ては、清算から180日以内に輸入者、代理人または弁護士がCBPに対
して行える。通常、CBPフォーム19というフォーマットが利用される。詳細はCBPのウェブサイト参照。

◼ MFN税率が従量税や混合税の場合、MFN税率に基づいて支払う関税額をその品目の関税評価額で割って従価
税に換算した関税率を算出する（注2）。
（注2）例えば、MFN税率が50セント/kgの従量税、1kgの関税評価額が10ドルの場合、従価換算関税率は50セント÷10ドル（1,000
セント）＝5％となる。

◼ 適用除外品目など関税率以外の内容は変更なし。

◼ 商務長官は、米国内で入手不可能（または米国内需要を満たすのに十分な規模で入手不可能）な天然資源、
ジェネリック医薬品（原料、化学前駆体含む）に関して、日本産品に対する相互関税率をゼロに修正する権限
を有する。関税率の修正時期と対象品目は、米国の国益や大統領令の目的などに鑑みて決定する。

自動車・
同部品関税

◼ MFN税率が15％未満の場合はMFN税率と232条関税を合わせて15％、MFN税率が15％以上の場合は232
条関税は課されない。

◼ 関税率の修正は、米国東部時間2025年9月17日午前0時1分以降の輸入に適用。

◼ 既に支払った関税の還付手続きは定められていない。

航空機・同部品

◼ WTOの民間航空機貿易に関する協定の対象品目（全ての民間航空機やその部品など。無人航空機は除く）は、
相互関税、鉄鋼・アルミニウムおよび銅に対する232条関税の対象外。

◼ 関税率の修正は、米国東部時間2025年9月17日午前0時1分以降の輸入に適用。

◼ 既に支払った関税の還付手続きは定められていない。

日米合意に基づく関税引き下げの概要

（出所）米国政府公開資料（2025年9月17日時点）

◼ トランプ大統領は米国時間9月4日、日米合意を履行する大統領令を発表。相互関税と自動車・同部品関

税を日本政府の発表内容どおりに修正・引き下げ。民間航空機・同部品には相互関税などは課さない。

◼ 相互関税の修正は8月7日に遡って適用。自動車・同部品、民間航空機・同部品に対する関税の修正は、

9月17日から適用。米国税関は9月15日、関税修正に関するガイダンスを発表。

2

https://www.cbp.gov/trade/programs-administration/entry-summary/post-summary-correction
https://www.cbp.gov/trade/programs-administration/entry-summary/post-summary-correction
https://www.icpainc.org/wp-content/uploads/2021/08/ICPA-ACE-Post-Summary-Corrections-User-Guide.pdf
https://www.cbp.gov/sites/default/files/2024-05/cbp_form_19.pdf
https://www.cbp.gov/sites/default/files/2024-05/cbp_form_19.pdf
https://www.cbp.gov/sites/default/files/2024-05/cbp_form_19.pdf
https://www.cbp.gov/trade/programs-administration/entry-summary/protests
https://www.cbp.gov/trade/programs-administration/entry-summary/protests
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/it/page25_000437.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/it/page25_000437.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/it/page25_000437.html
https://content.govdelivery.com/bulletins/gd/USDHSCBP-3f2c91c
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鉄鋼・アルミ製品への追加関税措置を拡大3

◼ トランプ大統領は2025年2月10日、1962年通商拡大法232条に基づく鉄鋼・アルミニウム製品に

対する追加関税措置を拡大する大統領布告を発表。それらへの追加関税を3月12日に発動。

◼ 6月4日、英国を除き追加関税率を50％に引き上げ。ただし、自動車・同部品関税の対象品目に鉄

鋼・アルミ関税は課されない。4月、6月、8月に対象品目を段階的に追加。

鉄鋼製品に25％の追加関税

アルミ製品に10％の追加関税
2018年3月

2020年1月

特定の鉄鋼・アルミ派生品も対象に追加

鉄鋼派生品は25％、

アルミ派生品は10％の追加関税

例外措置

＜国・地域別の適用除外制度＞

• 鉄鋼の適用除外：豪州、カナダ、メキシコ、ウクライナ

• 鉄鋼の数量割当：アルゼンチン、ブラジル、韓国

• アルミの適用除外：豪州、カナダ、メキシコ

• アルミの数量割当：アルゼンチン

• 鉄鋼・アルミの関税割当：EU、英国

• 鉄鋼の関税割当：日本

＜申請者別の適用除外制度＞

＜製品別の適用除外制度＞

鉄鋼製品・ 鉄鋼派生品に25％の追加関税

アルミ製品・アルミ派生品に25％の追加関税

鉄鋼・アルミ派生品の対象品目を追加

• 2025年3月12日以降、全廃

• ただし、申請者別の適用除外制度は布告発表日の

2025年2月10日に即日廃止となったが、既に承認を

受けていた申請分については有効期限が切れるまで、

または数量上限に到達するまで有効

232条関税の対象製品を追加する新プロセス創設

→2025年4月30日に導入。年に3回、産業界から追加要

請を受け付け（官報）

（出所）米国政府公開資料（2025年9月17日時点）

2025年3月12日
例外措置

2025年4月4日 アルミ缶・缶ビールを対象に追加

追加の
動き

2025年6月4日
鉄鋼製品・ 鉄鋼派生品に50％の追加関税

アルミ製品・アルミ派生品に50％の追加関税

冷蔵庫や洗濯機など白物家電を対象に追加2025年6月23日

第1次トランプ政権

第2次トランプ政権

2025年8月18日 鉄鋼・アルミ派生品の対象品目を追加

https://www.federalregister.gov/documents/2025/05/02/2025-07676/adoption-and-procedures-of-the-section-232-steel-and-aluminum-tariff-inclusions-process
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鉄鋼・アルミ派生品の鉄鋼・アルミ含有価格4

◼ 鉄鋼・アルミ製品に対する232条関税は、基本的に製品の輸入申告価格の全体に対して課されるが、

派生品は原則、含有する鉄鋼・アルミ材の価格に対してのみ課される仕組み。

◼ 含有価格は一般的に、鉄鋼・アルミ材の買い手が売り手に支払ったインボイスに基づいて算出される。

（出所）米国政府公開資料（2025年9月17日時点）

含有価格は、合衆国法典第19編第1401条（a）に規定される関税評価協定の原則に従って

決定される。合衆国法典第19編第1401条（a）では、輸入商品の価格は同条（b）に詳細

が記載される取引価格（transaction value）を基準に算定されると記される。

取引価格は、米国への輸出を目的に販売された際に、買い手が売り手に支払ったまたは支

払う予定の価格の総額（直接的または間接的なものであり、輸出国から輸入国への商品の

国際輸送に付随する輸送、保険、関連サービスのために発生した費用、料金、経費を除

く）。



本資料は2025年9月22日時点（日本時間）のものです。最新情報は、日米両政府の発表資料を参照してください。
本資料は、日米両政府からの公式発表または書簡での通告を基に作成しています。
本日の講演内容、資料は情報提供を目的に作成したものです。資料作成において出来る限り正確に記載するよう努力しておりますが、その正確性を保証するも
のではありません。本情報の採否はお客様のご判断で行ってください。また、万一不利益を被る事態が生じましてもジェトロ及び講師は責任を負うことができません
のでご了承ください。

ご清聴ありがとうございました

米国関税措置等に伴う日本企業相談窓口
（24時間オンライン申込受付）
https://www.jetro.go.jp/services/advice/

★ご相談は無料です★

ジェトロの相談窓口

具体的に
聞いてみたい
ことがある

特集：米国関税措置への対応
https://www.jetro.go.jp/world/us_tariff.ht
ml

メールマガジン「World Info Train ★ News 
Station」
https://www.jetro.go.jp/mail/list/infotrain
/

ジェトロの情報提供

より詳細な
情報を確認

したい

https://www.jetro.go.jp/services/advice/
https://www.jetro.go.jp/world/us_tariff.html
https://www.jetro.go.jp/world/us_tariff.html
https://www.jetro.go.jp/mail/list/infotrain/
https://www.jetro.go.jp/mail/list/infotrain/

	スライド 1: 【ウェビナー】米国関税措置に対する 法的観点からのリスク対策 米国関税措置の概要
	スライド 2: 現在発動中の主要国・地域への追加関税率一覧
	スライド 3: 日米合意に基づく関税引き下げの概要
	スライド 4: 鉄鋼・アルミ製品への追加関税措置を拡大
	スライド 5: 鉄鋼・アルミ派生品の鉄鋼・アルミ含有価格
	スライド 6

